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不法行為改革の影響の実証研究＊

セオドア・アイゼンバーグ
会沢　　恒（訳）

講　　　演

アブストラクト

　不法行為改革は、1970年代まで遡る危機の主張への対応として立法化をなし

てきており、懲罰的賠償、医療過誤、製造物責任といった極めて華やかな分野

が強調されてきた。懲罰的賠償の改革が懲罰的賠償額と填補賠償額の間の比率

に影響を及ぼした証拠はほとんど存在しない。このことは、懲罰的賠償が統制

不可能となっていることはなく、改革の必要もないことと一貫している。医療

過誤分野における不法行為改革の影響の証拠は支持・不支持が入り交じってい

る。非経済的損害に対する上限設定はコストを削減したが、これにより病院に

対する診療の改善へのプレッシャーが減じられた可能性がある。医師の行動や

供給に関する一貫した証拠は未だ現れていない。粗悪な質の診療による広範な

危害という、よく知られた問題に対応するために不法行為制度の改革が追及さ

れることはほとんどない。製造物責任訴訟の原告は、だんだんと勝訴できなく

＊ ［訳注］Theodore Eisenberg, The Empirical Effects of Tort Reform, in Research 
Handbook on the Economics of Torts (Jennifer Arlen, ed., forthcoming 2014) か
らの翻訳。Eisenberg 教授は、北海道大学のグローバル COE プログラム「多
元分散型統御を目指す新世代法政策学」の事業の一環として来学し、２件の
GCOE 研究会において報告された。本稿はその報告の基礎となった論考を訳出
するものである。なお、訳出に当たり飯田高准教授（成蹊大学）の助言を頂戴
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なってきている。特定の制定法上の改革が被告有利の結果を達成している可能

性は排除できないものの、全米的な射程で原告の勝訴率が減退していることは、

豊富な資金を有する産業界のグループによる知識の社会的構築に基づく説明を

支持する。

Ⅰ．イントロダクション

　1970年代まで遡る危機の主張への対応として、不法行為改革は立法化をなし

てきた。だが、その影響を評価することを幾つかの要素が複雑にしてきた。考

え得る影響としてはさしあたり２つの要素に分けることができる。すなわち、

（1）訴訟提起の件数、事件の結果、懲罰的賠償のパターンといった、法システ

ムの内部で観察可能な影響、及び（2）法の前提にある人々の行動一般（primary 

behavior）に対する観察可能な影響、例えば不法行為法の変化に対して産科医

がその診療実務を変更するかといったもの、である。これらの影響は異なった

データ及び分析を必要とする。

　法システム内部におけるものについて、不法行為改革の影響の信頼できる評

価を可能とするようなシステマティックなデータベースは存在しない。根本的

な問題として、影響を十全に評価するに際しては、不法行為訴訟の一般的な帰

結であるところの和解を考慮に入れることが必要となるということがある。だ

が、和解に関するシステマティックなデータは存在しない。さらに、トライア

ルの結果に関する利用可能なデータも限定されている。データはしばしば不完

全かバイアスあるソースを通じてフィルターされており、トライアル後の和解

や上訴に関するデータを含んでいることは稀である。よって、改革立法の前後

における法システムの比較はアドホックな研究に依拠することとなり、既存の

データセットを注視することによって行うことはできない。

　法の前提にある人々の行動一般に対する影響の検出はそれにもまして困難で

ある。例えば、仮に産科医による帝王切開の頻度が経時的に変化していたとし

ても、その原因は、賠償責任ルールの変化によるものかも知れないし、そうし

た処置を行うことに対する経済的インセンティブの変化や、保険料のトレンド

や、保健維持機構（health maintenance organization; HMO）の発達や、医療

上の知見の傾向や、地域社会の影響その他の要因によるものかも知れない。同

様に、患者予後の質の変化にも数多くの要因があり得る。
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　不法行為システムについての知見を歪めて伝達している利益団体が、こうし

た困難を深刻にしている。不完全ないし歪曲された情報の伝播と宣伝を通じて、

米国商工会議所（U.S. Chamber of Commerce）やアメリカ医師会（American 

Medical Association; AMA）といった利益団体は、法システム及びその前提

としての人々の一般的な行動の双方の状況を曖昧にした。法システムの歪曲さ

れた描写については既に文献の蓄積があり（Haltom and McCann 2004）、し

ばしば知識の社会的構築として言及される。これにより、法システムの状態を

正確に記述すること、そして、変化、あるいは変化の欠如の原因を、かかる歪

曲にではなく制定法の変化に帰せしめることが困難になっている。しかしなが

ら、不法行為改革に関する多くの研究は、不法行為法の変化の影響、あるいは

影響の欠如、の妥当な評価を提供している。本稿は、不法行為改革の３つの主

要な争点、すなわち懲罰的賠償、医療過誤そして製造物責任における改革の影

響についての情報に焦点を当てる。

Ⅱ．懲罰的賠償

　懲罰的賠償は、不法行為改革として代表的で研究の蓄積のある領域である。

州毎のバリエーションは存在するが、懲罰的賠償の賦課を支持する主要な基準

は甚だしい不正行為である。明確な言葉遣いをするとすれば、言語道断

（outrageous）の、もしくは重過失（gross negligence）による、あるいは故意

（willful）の、無慈悲（wanton）な、他者の権利を無謀にも無視した（reckless 

indiffference）行為、またはさらに遺憾な行動といったことになるであろう

（Exxon Shipping Co. v. Baker 合衆国最高裁判決1）。

　経済界は懲罰的賠償につき、懸念分野として頻繁に言及している（e.g., U.S. 

Chamber of Commerce 2008）。懲罰的賠償はあまりに問題があると認識され

てきたので、合衆国最高裁は、連邦制定法上の限定に加え、異論も多い実体的

デュー・プロセスの原理を使った憲法的な制約を課すように至っている（BMW 

of North America, Inc. v. Gore2; State Farm Mut. Auto. Ins. Co. v. Campbell3; 

1 554 U.S. 471 (2008). 
2 517 U.S. 559 (1996). 
3 538 U.S. 408 (2003). 
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Exxon Shipping Co. v. Baker）。リベラルな情報源でさえ、懲罰的賠償を、陪

審が端的に中空から数字を引っ張り出す、常軌を逸したものだと信じている

（Washington Post 1996）。

　懲罰的賠償の集めている関心は、その現実世界での影響に比して不釣り合い

なものである。トライアルの結果に関する信頼し得るデータからの証拠の示唆

するところでは、トライアルに到達した事件のほとんどで懲罰的賠償は請求さ

れておらず（Eisenberg et al. 2011）、懲罰的賠償の認められたトライアルは

10％をかなり下回る。懲罰的賠償を伴う事件の和解率は、懲罰的賠償の請求を

伴わない事件における和解率と異なるとは示されていない（Eaton et al. 

2005）。

　にもかかわらず、制定法上の規制は、懲罰的賠償額に対する上限の設定、訴

答要件の加重、判断基準の厳格化、懲罰的賠償の請求にあたっての裁判所によ

る事前の許可の要求といった形をとってきた。懲罰的賠償をめぐる主要な論点

としては、これが認められる場合の状況、認定額、懲罰的賠償の額と填補賠償

額との関係といったものがある。

Ａ．懲罰的賠償の賦課の判断

　懲罰的賠償の認められる割合は時期を通じて安定している。諸研究は懲罰的

賠償の認められる確率についてほぼ同様のものを報告しており、原告有利のト

ライアル判断の概ね３～５％の範囲にある。司法統計局（Bureau of Justice 

Statistics; BJS）による、1991年から2005年にかけての４件の州裁判所民事司

法調査（BJS 1995, 1996, 2004, 2008）の示すところでは、合計１万6412件の原

告有利のトライアル判断をカバーするサンプル中、その4.5％で懲罰的賠償が

認められている（Eisenberg and Heise 2011）。これは、RAND 民事司法研究

所（RAND Institute of Civil Justice）の研究である1980年から84年のイリノイ

州クック・カウンティ及びカリフォルニア州における原告有利陪審評決の4.7％

（Peterson et al. 1987）、あるいはアメリカ法曹財団（American Bar Foundation）

の研究者による、11州の州第一審裁判所の1981年から85年にかけての２万5627

件の陪審評決の4.9％（Daniels and Martin 1990）といった数字と一貫している。

　懲罰的賠償の認められる率の安定性により、この率に対する不法行為改革の

強い影響を主張したり検出したりすることは困難となる。懲罰的賠償は適切な

事件において認められている傾向にあることを示す研究により（Antolini 2004, 
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210-11; Koenig and Rustad 2001, 1995）、この困難はさらに深刻なものとなる。

不法行為改革が改革すべきものは大して存在しなかったのかも知れない。

　しかしながら、制定法のあり得べき影響についての若干の洞察は、2005年民

事司法調査から得ることができる。懲罰的賠償に関する多くの研究の限界は、

懲罰的賠償が請求されたかについての情報の欠如である。2005年民事司法調査

（BJS 2008）は、懲罰的賠償が請求されたかを記録する変数を追加した。この

追加された変数により、懲罰的賠償が請求された事件においてこれが認められ

たかどうかに関する研究が可能となった。2005年のデータによれば、8701件の

トライアル中、約９％の事件、原告有利の判断となった4546件のトライアル中、

10.2％の事件で懲罰的賠償は請求されている。懲罰的賠償が請求されたものの

うち、原告有利の事件の35.5％（サンプル・デザインを反映して重み付けする

と28.5％）において懲罰的賠償は認められている。

　2005年データのサンプルを横断的に見れば、懲罰的賠償へのアクセスを減じ

ることを期待されていたであろう制定法上の規定は、そのような影響を有して

いる。一般的に懲罰的賠償を禁止している州、ルイジアナ、ネブラスカ、ワシ

ントンにおいては（ニューハンプシャーも禁止しているが同州のカウンティは

サンプルに含まれていない）、2.3％のトライアルにおいてのみ懲罰的賠償は請

求されており、これは他の州における9.1％という数字に比して統計的に有意

に小さい（p<0.001）。懲罰的賠償を一般的に禁止しているわけではないが限定

している州、マサチューセッツとミシガンについては（サウスダコタはデータ

中に事件がない）、懲罰的賠償を請求する割合は1.0％であり、他の州における

9.6％という数字に比して統計的に有意に小さい（p<0.001）（Eisenberg et al. 

2011）。イリノイのような、懲罰的賠償の請求について裁判官による事前の承

認を要求する州は、請求率の低い傾向がある（Eisenberg et al. 2011）。こうし

た規定の影響に関する経時的な研究はこれまでのところ行われていない。

Ｂ．懲罰的賠償と填補賠償との関係

　BMW of North America, Inc. v. Gore 判決（1996年）及び State Farm Mutual 

Automobile Insurance Co. v. Campbell 判決（2003年）において合衆国最高裁は、

懲罰的賠償と填補賠償との関係を憲法化した。懲罰的賠償についてのシステマ

ティックな情報を有する容易に利用可能なデータセットの最初期のものは、

RAND 民事司法研究所によるイリノイ州クック・カウンティ及びカリフォル
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ニアの陪審評決レポーターを利用したものである（Dunworth and Pace 

1992）。このデータセットは、填補賠償の認定額と懲罰的賠償の認定額との間

の極めて有意な連関を示している。BJS 民事司法調査を利用した場合でも、こ

のパターンは概ね再現された。懲罰的賠償と填補賠償との著しく高い、統計的

に有意な関係は、一つの事件における両方の裁定についての情報を含む、ほぼ

全てのデータセットにおいて見出される（Eisenberg et al. 2006; Eisenberg et 

al. 1997; Hyman et al. 2007, table 6, model 2; Karpoff and Lott 1999; Moller, 

Pace, and Carroll 1999; Schlanger 2003, 1605 & n.136; Choi and Eisenberg 

2010）。

　2011年のある研究でも、４件の BJS 調査を跨いだ填補賠償と懲罰的賠償と

の関連が示されている（Eisenberg and Heise 2011）。この知見は図１に示さ

れている。この図では陪審トライアル（J）と裁判官トライアル（B）とが別々

に表示されている。

　陪審トライアルと裁判官トライアルとを分けて表示することにより、この図

は懲罰的賠償の他の様相、すなわち裁判官の行動と陪審の行動との関連につい

ての情報も提供していることに注意されたい。この論点については後述する。
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図１　懲罰的賠償と填補賠償との関係
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１．極めて高額な認定額

　研究者たちは、「極めて高額な blockbuster」認定額、すなわち１億ドル以上

の懲罰的賠償を伴う裁定からなる興味深いデータセットを構築してきた（Hersch 

and Viscusi 2004; Del Rossi and Viscusi 2010）。その初期の分析は、懲罰的賠

償と填補賠償との認定額の間に有意な関連はない、と結論づけていた（Hersch 

and Viscusi 2004）。タバコ会社に対する事件の特殊な性質を考慮に入れ、より

徹底した回帰テクニックを利用した分析においては、統計的に有意な影響の存

在が示された（Eisenberg and Wells 2006）。この有意な関連性は、当該デー

タセットの当初の構築者の一人による、後の分析において受け入れられている

（Del Rossi and Viscusi 2010）。

　不適切な事件においてシステマティックに懲罰的賠償が認められていること

を示す研究はない。

２．懲罰的賠償－填補賠償間の比率に対する不法行為改革の影響

　重要な問いの一つに、懲罰的賠償に対する上限設定や最高裁判決が懲罰的賠

償と填補賠償の関係に影響を及ぼしたか、というものがある。利用可能な証拠

の示唆するところでは、適用されるべき制定法や法理の変動は懲罰的賠償と填

補賠償との関係に有意な影響をもたらしてはいない。本節で懲罰的賠償と填補

賠償の関係の安定性についての証拠を示した後、以下の節では経時的な変化の

欠如の理由を示唆する。

　10年を超える時間軸でのこの関係の安定性は図２によって示唆されている。

この図は、BJS 民事司法調査から、年次と判断者（陪審または裁判官）との参

照可能な全ての組み合わせにおける懲罰的賠償と填補賠償の認定額の関係を示

したものである。この調査でカバーされているカウンティの主要部分は同一の

ため、事実上この図は、1991年から2005年まで約５年おきに経時的にコホート

として追跡された諸カウンティの眺望を提供している。同様に、図２で示され

ている関係は、最初期のシステマティックなデータセットである、前述の

RAND データにおける懲罰的賠償と填補賠償の関係と一貫している。

　図２の最も衝撃的な特徴は懲罰的賠償と填補賠償の認定額の重大な関連であ

り、図１のパターンが特定の年の事件や特定の裁定者によって判断された事件

の結果ではないことを示している。より厳密にコントロールされた分析も、不

法行為改革と関わりない、懲罰的賠償と填補賠償の関係の一貫性を示唆してい

る。
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　現代の懲罰的賠償法の淵源である BMW of North America, Inc. v. Gore 判

決（1996年）において、合衆国最高裁は初めて、合衆国憲法第14修正のデュー・

プロセス条項を適用し、填補賠償額に比して懲罰的賠償の額があまりに高額で

あるとしてこれを無効とした。不法行為改革のいかなる側面であれ、事件の帰

結に大きく影響することを期待されるとすれば、それは BMW 判決であり、

この最高裁判決を知っているであろう上訴裁判所によって審理された事件にお

ける懲罰的賠償と填補賠償との関係に対する同判決の影響であろう。だが、

BMW 判決がこの関係を変えたというシステマティックな証拠は存在しない。

Eisenberg and Wells (1999) はこのトピックを検討した。図３は BMW 判決の

前１年と後１年に判断された事件における懲罰的賠償及び填補賠償を示してい

る。図３では、BMW 判決前に判断された事件を“Ｂ”と、同判決後に判断さ

れた事件を“Ａ”と表示して、それぞれの認定額を区別している。

　BMW 判決前後の填補賠償と懲罰的賠償の間の関係を比較しやすくするため

に、図３には２本の直線を引いてある。これらの直線は回帰モデルからの結果

であり、認定額に関して BMW 判決前後のそれぞれについて推定している。

回帰分析によれば、この２つの直線が同一であるとの仮説を棄却することはで
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図３　BMW v. Gore 判決の前後における懲罰的賠償と填補賠償

（対数スケール）
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きない。

　他の最高裁判決の影響についての実証的研究は相反する結論に到達している

が、より適切だと考えられる分析は重要な影響を見出していない。2003年の

State Farm Mutual Automobile Insurance Co. v. Campbell 判決は、懲罰的賠

償と填補賠償の間の均衡に対する最高裁の配慮が継続していることを示してい

る。同判決は、デュー・プロセス上の懸念を満足させるためには、通常の場合、

填補賠償に対する懲罰的賠償の倍率が一桁を超えるべきではないと注記した。

この2003年判決は懲罰的賠償の水準におけるいかなる過剰をも削り取ることを

期待されたものであった。

　ある論文は、極めて高額な懲罰的賠償を伴う事件における相当な変化につい

て、State Farm 判決に原因を求めている（Del Rossi and Viscusi 2010）。別の

研究は、より広い範囲の事件において State Farm 判決が認定額に影響を及ぼ

しているとしている（Goldman and Levin 2006）。前者についていえば、上訴

審レベルではなく、この研究で検討された第一審レベルの高額事件において、

State Farm 判決の機能するであろう因果的メカニズムを見定めることは困難

である。ほとんどの不法行為事件と同様、高額事件は圧倒的に陪審を伴うトラ

イアルである。陪審が State Farm 判決について説明されることはなく、個々

の陪審員がこの判決について以前に聞いたことがあるとは考え難い。State 

Farm 判決が第一審レベルで影響を持つとすれば、裁判官によるトライアルの

事件において最も顕著に見出されたであろうと思われる。後者の研究は State 

Farm 判決に先立つ事件を対象に含んでおらず、State Farm 判決後の事件に

のみ基づいて影響を推測することは方法論的に支持し難いことから、その主張

には疑問がある。

　トライアルの結果に対する State Farm 判決の影響をテストすべく、BJS 民

事司法調査を、State Farm 判決以前に終結したトライアルについてのものと

同判決後に終結したトライアルについてのものとに分けることができる。最初

の３回の調査は State Farm 判決に先立つものであり、2005年調査は State 

Farm 判決後に終結したトライアルのみを含む。また、この調査は全４回の調

査で同じカウンティが含まれているという点で魅力的な調査デザイン上の特徴

を提供している。図４はこの結果を示している。裁判官と陪審とで異なった影

響があり得ることから、裁判官トライアルと陪審トライアルとを区別して結果

を示すことが有用である。図４の左側の散布図は裁判官トライアルを示してお
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り、2005年のトライアルとより以前のトライアルとについて、線形回帰分析の

最適線を表示している。

　左側の散布図の示唆するところは、State Farm 判決の影響の証拠はせいぜ

いのところ支持・不支持の入り交じったものであるということである。10万

（105）ドル超までの填補賠償の幅広い範囲について、2005年のトライアル（実

線）は、それ以前のトライアルに比べて、填補賠償額の一単位に対してヨリ高

額の懲罰的賠償が認定されたことを示している。このことは、State Farm 判

決に基づいて司法の行動が変化したとの予期を裏切るものである。填補賠償が

おおよそ100万ドルを下回る辺りで、２つの時期の線は交差している。回帰モ

デルによれば、2005年トライアルについてのダミー変数や、このダミー変数と

填補賠償額との交互作用項の有意な影響は存在しないことが確認される。
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図４�　State Farm 判決の前後における懲罰的賠償と填補賠償の関係：

裁判官トライアルと陪審トライアル

注：�この図は懲罰的賠償額と填補賠償額の関係を、裁判官トライアル（左
散布図）と陪審トライアル（右散布図）のそれぞれについて示す。各
散布図において、2005年より前のトライアルについてのデータは破線
と白丸で、2005年トライアルについてのデータは実線と菱形で示され
ている。各直線は回帰分析による最適線である。

出典：BJS (1995, 1996, 2004, 2008)
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　右側の散布図は陪審トライアルについて示しており、再び、2005年トライア

ルとそれ以前のトライアルとについて別々にプロットし回帰線を引いてある。

ここでは、State Farm 判決の影響は、陪審に影響を与えるものと考えられる

限りにおいて、積極的に否定されているように見受けられる。10000ドル（104）

を下回る辺りから始まる、填補賠償額のほとんどの範囲において、2005年のト

ライアル（実線）は、より以前のトライアルに比して、填補賠償に対して高額

の懲罰的賠償が認定されていることが示されている。通常の最小二乗法と、裁

判地及び州をランダム効果を伴ったレベルとして扱ったマルチレベル分析の双

方において、回帰モデルは2005年トライアルのダミー変数の統計的に極めて有

意な影響を確認している。

　填補賠償額の一定倍を上限とするような、懲罰的賠償額に対する直接の義務

的な上限の設定は、認定額を減少させるだろうと考えられる。上限設定が極端

な認定額を減少させるとの証拠も存在する（Del Rossi and Viscusi 2010）。だが、

そのような上限設定は限定的な影響しかもたらさないようである。1996年コモ

ンセンス製造物責任改革法（Commonsense Product Liability Reform Act of 

1996）案において提案されていた製造物責任事案における懲罰的賠償に対する

連邦法上の上限設定についての研究は、そうした影響は些細なものであると結

論づけている（Eisenberg et al. 1997, 656）。BJS 民事司法調査第１調査におけ

る45の大規模カウンティについて、1996年法案は製造物責任法事案における懲

罰的賠償に対し１件も影響を及ぼすようなものではなかった。RAND データ

のカバーする25年間のカリフォルニア州及びクック・カウンティのデータにつ

いて、1996年法案は、６件の製造物責任事案における懲罰的賠償に影響を及ぼ

し、医療過誤事案での懲罰的賠償について影響を与えるであろう事案はなく、

そして１件の懲罰的賠償の裁定のみが填補賠償額との関係で極端である、と考

えられた（Eisenberg et al. 1997）。

３．懲罰的賠償と填補賠償との比率における実質的な変化の不存在の含意

　懲罰的賠償と填補賠償の関係における変化の欠如は、懲罰的賠償の危機が大

体のところ、米国商工会議所のような団体による社会的構築であったとするこ

とと平仄が合っている。こうした社会的構築は、高額認定に関するメディアの

無理からぬ注目によって強化された。さらに、1989年の Valdez 号原油流出事

故に関連した責任を軽減すべく ExxonMobil 社によって資金が提供されたもの

の、現実の世界のデータとは決して調和されることのなかった（Eisenberg et 
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al. 2002）実験的研究（Sunstein et al. 2002）がこれを煽ることとなった。

　このことは、懲罰的賠償が統制を失っているとの主張が誇張されたものであ

るとの合衆国最高裁の認識と一貫している（Exxon Shipping Co. v. Baker 

2008）。また、その州司法制度の調査が懲罰的賠償との関連で不正確であると

示された際の、米国商工会議所の対応とも一貫している（Eisenberg 2009）。

米国商工会議所は、その調査を修正したり、それまでの調査結果がミスリーディ

ングであることを認めるかわりに、調査対象者に対して懲罰的賠償につき回答

を求めることを取りやめた（U.S. Chamber of Commerce 2010）。商工会議所

の疑わしい行動は、根拠ないままに一定の特色付けをしてみせることに対して

自らを守ろうとする、司法部の異例の反応を引き起こした（PRNewswire 

2010; The Pop Tort 2010）。

　懲罰的賠償額のパターンに対する他の見方としては、法と経済学の文献にお

いて顕著なものであるが、懲罰的賠償の役割を抑止に限定しようとするものが

ある。例えば、Polinsky and Shavell (1998, 889) は、懲罰的賠償の認定額は違

法行為の発見確率に関連づけられるべきだと主張した。すなわち、「侵害者に

対して課されるべき賠償の総額は、侵害者が責任があると認定されるであろう

確率の逆数を危害の額に乗じたものと同額になるべきである」と。Exxon 

Shipping Co. 事件では、陪審は50億ドルの懲罰的賠償を認定し、最高裁は５億

ドルについて認めたが、これに対して彼らは、こうした原油流出は高い確率で

発見されるから懲罰的賠償を正当化しない、と主張した。Exxon 社によって

資金が提供されていることから、この、あるいは同様の研究について、最高裁

は依拠することを差し控えた。裁判官及び陪審に対するガイドラインは、懲罰

と抑止の双方という、懲罰的賠償の伝統的機能を奉じる傾向にあることから、

法と経済学からの見方を評価するために現実世界の観察から得られたデータを

利用することは困難である（Choi and Eisenberg 2010）。

Ⅲ．医療過誤と不法行為改革

　医療過誤領域における最も議論の少ない危機は、被害者である患者による過

少申告である（e.g., Weiler et al. 1993; Sloan et al. 1995）。だが、この危機は

AMA のようなグループの注目の対象とはなってこなかった。彼らの改革の焦

点は、実際に請求を持ち出した被害者という相対的に小さな部分についての損
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害回復を制限するよう、訴訟提起された医療過誤事件における法システムの機

能を変更すべきか、という点にあった。優れた概観として、Studdert et al. (2004) 

及び Sloan and Chepke (2008) がある。本節で取り扱うトピックは、法システ

ムが医療過誤事件においてどのように機能しているか、医療支出、医師の行動、

医師の供給に対する不法行為改革の影響、保険料及び被害者の受け取る損害賠

償に対する賠償制限の影響、その他の改革の影響、である。

Ａ．医療ミスと過少申告の問題

　医療過誤の範囲と影響は重度のものである（Baker 2005; Kohn et al. 1999; 

Weiler et al. 1993）。この問題が時間の経過により大きく軽減しているという

ことはない（Landrigan et al. 2010; National Health Care Quality Report 2007; 

National Health Care Quality Report 2009）。医療ミスの影響は、患者が病院

を離れた後も長期にわたって継続する可能性があるので、患者の安全に関する

事象の影響について、入院患者に関する研究では最大20から30％の過小評価が

もたらされる可能性がある（Encinosa and Hellinger 2008）。

　継続的な高い過誤率に寄与している要素として考えられるものとして、医師

が、その過失によって生じた危害の全てのコストを引き受けることを予期して

いない、ということがある。医療ミスの研究は一貫して、医療ミスによって危

害を被った患者の圧倒的多数が被害を申し立てない、ということを見出してい

る（Weiler et al. 1993; Sloan et al. 1995; Andrews, 2006）。訴訟を提起した者

もしばしば損害回復を受けていない。さらに、病院は、患者の被る医療ミスの

リスクに対して直接ないし間接に影響を及ぼすことができるにもかかわらず、

病院内で発生した危害の全てのコストを負担しているわけではない（Mello et 

al. 2007）。

Ｂ．法システムのパフォーマンス

　医療界内部の多くの論者が、診療のパフォーマンスのクオリティの低さにつ

いての懸念を表明しており（e.g., National Health Care Quality Report 2009）、

安全性を改善するための対策を講じたところもある（e.g., Grunebaum et al. 

2011）。だが、医療ミスと医療のパフォーマンスを俎上に載せる努力は、問題

を弁護士の責任へと帰せしめる、ありきたりの政策言説へと波及した。懲罰的

賠償の場合と同様に、不法行為改革の効果を評価するためには、前提となって
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いる法システムのパフォーマンスを理解することが必要である。懲罰的賠償に

おける場合と同様、多くの優れた研究から利用可能な情報は、AMA のような

グループによる知識の社会的構築によって目立たないものにされている。

１．根拠薄弱な訴訟

　医療過誤の研究からの証拠によれば、根拠薄弱な訴訟が一般的であるとの頑

健な証拠は見出せない（Studdert et al. 2006; Greenberg et al. 2010）。医療過

誤請求の現実を認めるかわりに、AMA は異なったメッセージを伝達してきた。

2006年、「実体なき訴訟が誰もの負担となっている」との見出しの下に、AMA

は、法システムに12万5000件の訴訟が継続中であると主張した（AMA 

2006）。ここでは、この訴訟の圧倒的多数が証明可能な医療被害を伴うもので

あったことを諸研究が示唆していることを注記していない。被害者はしばしば、

訴訟を提起しなければ、その主張について十分な情報を欠くために不首尾に終

わってしまう請求を提出している。また、法システムに係属中の事件数を使用

することはいささかミスリーディングである。事件の開始から終結までの平均

期間はおよそ３～４年になるため、この数は数年間の訴訟提起件数を累積した

ものを反映している。

２．提起され、訴訟遂行された請求の結果についての研究

　圧倒的な証拠によれば、法システムによる医療過誤請求の処理は、診療のク

オリティと強く関連している。「宝くじ訴訟」の主張は支持されない。

　表１は、医療過誤請求に関する12の経験的研究の結果を要約している。この

内の７件、二重線よりも上で最後の列が“Yes”となっているものは、訴訟段

階に到達した請求にのみ焦点を当てているか、訴訟提起前に終結した請求とそ

うでないものとを区別することのできる情報を含んでいる。二重線より下、他

の５件の研究は、医療ミスに対する請求をカバーするが、訴訟についての独立

の結果を報告していない。

　表１の証拠は２つの主要な論点に関連している。第一に、これらの結果は、

医療過誤訴訟がランダムな、あるいは制御不能なシステムであるとの証拠をほ

とんど提供しない。法システムに到達した事件の研究において、適切な診療が

なされた事件での損害回復率が20％を超えることを示唆しているものは２つの

みである。適切な診療がなされた事件における高い支払率を示す４つの研究の

うち２つは、訴訟段階に進んだ事件とそうでない事件とを区別していない。

　第二に、診療における懸念事項は、過失ある事象が高い率で生じることと、
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そうした事象が損害回復へと至るのが低率に留まることである。法システムに

到達した請求は、このギャップからの悪影響を受けていない。訴訟が提起され

たことを条件とすれば、１つを除いて全ての研究が、不適切な診療が提供され

た事件における、高い率での支払を示している。よって、医療過誤システムに

関するミスリーディングな印象、例えば「医療賠償責任請求の75％が原告への

支払なくして終結している」といった AMA の論評（AMA 2006）は、支払を

受け取ることのない〔患者から見て〕弱い事件と、AMA の示唆するよりも高

い率で支払を受けることを全ての研究が示している強い事件とを区別すること

に、完全に失敗している。保険会社へ申し立てられた請求は訴訟とは同一では

ないから、２つのグループの研究を区別することは重要である。そして、複数

の被告に対する請求は、一者のみからの損害回復に至るのが通常であり、過失

の証拠なき事件を別にすれば、３つの請求が支払を受けないままとなっている。

　診療と支払請求の結果との関係について最も参照されてきた研究は、ハー

バード医療過誤研究（Harvard Medical Malpractice Study; HMPS）である

（Brennan et al. 1996; Weiler et al. 1993）。しかしながら、HMPS は医療ミスを

検討するためにデザインされた研究であり、法システムの有効性を調査するた

めにデザインされたものではない（Arlen 2010）。説得的な経験的結論を提供

するには、この研究は裁判所に提起された請求についてあまりに少ない数しか

含んでいない（Arlen 2010）。また、同研究は医療ミスの基準として、不法行

為事件よりも高い証明水準を採用している。HMPS は法システムのパフォー

マンスに関して最も疑問を呈されている研究でもあり（Arlen 2010; Baker 

2005; Peters 2007）、訴訟の結果を、訴訟に帰結していない一般的な請求の結

果から区別できるかは明らかではない。4

4 訴訟提起を、それとは異なる医療過誤請求の主張から区別する研究を同定す
る可能性は、不正確な語法によって混乱させられている。後者は保険会社が案
件を取り上げることに帰結するかも知れないが、必ずしも訴訟提起に至るとは
限らない。HMPS (1990) や関連文献はこの点で混乱している。オリジナルの研
究は、訴訟が提起されたものであれそうでないものであれ、患者によるあらゆ
る補償要求を包含するものとして、「請求 claim」という語を利用することによ
り、この区別に意を払っていた（HMPS 1990. 7-6, 7-7）。この研究は、請求を提
出したもののうち医療記録が利用可能な者48名を伴っていた（7-27）。だが、
この研究は「訴え litigation」の語を請求を指すものとして使用し、このこと
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　Baker (2005) や Sacks (1994) の指摘するように、HMPS は、２名のレビュー

者の双方が過誤があったと結論付けない限り、当該事件を医療ミスを伴うもの

として分類していない。当該医師の行動の性質について彼らの意見が分かれた

場合、その事件は賠償責任へと至るべきではないものとして分類されていた。

意見の分かれた事件はサンプルの約３分の１を占めており、これらの曖昧な事

件の分類のされ方に結論が大きく依存することとなる。過失の有無をレビュー

された請求の３分の２超が、２名の内、少なくとも一人のレビュー者によって、

過失ある診療を伴うものであると結論づけられていた（Peters 2007, 1800 

n.96）。法システムのパフォーマンスに関しての HMPS の例外的なあり方、及

び、表１で示されているように、HMPS は、適切な診療と不適切な診療との

間での損害回復の率の差が他のどの研究ともかけ離れて最小となっていること

の理由を、このことは説明するかも知れない。

　表１の諸研究は、被害者が請求を持ち出した場合における、（訴訟を含む）

医療過誤請求システムのパフォーマンスを低く見積もっている可能性が高く

（Mello et al. 2007a）、医療過誤のリスクについての医師の認識は現実とあまり

相関していない（Carrier et al. 2010; Dick et al. 2009; Lawthers et al. 1992; 

Weiler et al. 1993, 124）。医師が、訴えられるリスクを相当に過大評価しており、

そして被害の率を過小評価しているとすれば、彼らは、疑問の余地のある診療

を注意水準を満たすものとしてみなす可能性が高い。こうしたもっともな職業

内部の傾向は、医師のパフォーマンスの事後的評価における患者の代弁者の不

在によって補完されている。

３．陪審のパフォーマンス

　諸研究の中には、基礎となる証拠のないままに、陪審のパフォーマンスの低

さや賠償を与えることへの意欲を端的に想定しているものがある。Ogburn et 

al. (1988, 610) は、「陪審は明らかに、診療の評価ではなく感情に駆られて原告

が混乱をもたらした。このデータを利用する後の文献は大雑把なことに「訴え
litigation」を「訴訟 lawsuit」を指すものとして取り扱い、ある論文（Brennan 
et al. 1996）は「医療過誤の訴えの結果 The Outcomes of Medical-Malpractice 
Litigation」という表題を冠している。この後続研究は「51件の医療過誤訴訟
malpractice suits」（46件は分析時に終結しているもの）をカバーしていると述
べるが、訴訟（lawsuit）ではなく請求（claim）から成るオリジナルの研究のデー
タに基づいているように見受けられる。
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側に有利に判断した」と述べている。この言明は、法システムに到達した医療

過誤賠償請求と、訴訟が提起される前に終結したものとを区別していない研究

の中におけるものである。トライアルの圧倒的多数において医師が勝利してお

り、インタビュー調査の示唆するところでは、陪審員は当初原告の請求を大き

な疑念を伴って見ていると、より多くの情報に基づいた陪審の行動の評価は示

している（Vidmar and Hans 2007, 331）。

　トライアルの結果のほぼ全ての研究が、陪審がシステマティックに原告有利

に認定しているわけではないことを確認している。Cohen (2009) は、1996年、

2001年、2005年における、規模の大きな75のカウンティからの大規模サンプル

における、２万を超える不法行為トライアルの結果の推計に基づいて報告して

いる。トライアル（不法行為事件においては圧倒的に陪審審理）における原告

勝利の割合はそれぞれ、48.2％、51.6％、48.6％であった。不法行為における

主要な懸念分野である、製造物責任と医療過誤での原告勝利の割合は相当に低

く、医療過誤トライアルにおける原告勝利の割合は2005年で19.4％まで落ち込

んでいる。

　Harris et al. (2006) は、トライアルでの原告勝利の割合が低い理由の候補を

提供している。この研究では、1991年から95年の間のノースカロライナ州裁判

所に提起された医療過誤事件についての保険会社の一件書類のデータを収集し

ている。そこでは、注意義務の水準とは無関係な、３つの「戦略的変数」が特

定されている。すなわち、被告医師側の証人の可能性、原告側の証人の可能性、

そして原告側弁護士の評判である。保険会社の査定医が賠償責任が見込まれる

と査定した場合には、ほとんどの事件において和解がなされていた。賠償責任

が不確定あるいは見込みが低いと査定された場合、証人の利用可能性について

の認知と原告側弁護士の評判が、事件の帰結を有意に予測した。被告側医師が

戦略的な優位を有している事件においては和解の可能性がほとんどない。他方、

原告が戦略的な優位を有している事件は和解する可能性が高い。原告の事件を

フィルタリングする過程の評価は有用であろうが、この〔被告側による〕事件

を分別する過程が、原告のトライアル勝利の割合の低さを説明することができ

るだろう。

４．経時的な請求のパターン、評決、及び認定額

　医療過誤訴訟における請求の荒々しい変動やドラマティックな増加は確認さ

れていない（Black et al. 2005; Vidmar et al. 2005）。しかし、諸研究は、裁定
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額が徐々に増加していることを示している。Vidmar et al. (2005) は、1990年

から2003年のフロリダ州における３万1521件の終結した事件を検討している。

支払のなされた請求における平均支払額は相当程度、増大している。2003年の

実質ドル価値に換算すると、平均支払額は1990年の17万7000ドルから2003年の

30万ドルへと増加した。支払額の中央値は1990年の４万9000ドルから2003年の

15万ドルに増加した。この研究の筆者は、これらの変化の原因を、（1）請求者

の被った被害の重大性のかなりの増大、及び（2）被害の重大なカテゴリーにお

ける支払額の増加（恐らくは診療コストの増大による）、に求めている。同研

究ではインフレーションの修正のために消費者物価指数が用いられているが、

医療コストのインフレ率を利用する可能性は認識されている（Vidmar et al. 

2005, 336 n.107）。そのようなインフレーションの修正を実行に移すことが可

能であると考えられたならば、支払額の増大はより穏当なものとなったであろ

う。Black et al. (2005) は、テキサス州における終結した請求のデータを利用

しているが、少額事件の数の減少と大規模事件のレベルが一定であることが組

み合わされることで、ハイエンドの支払額の増大を伴わずに平均支払額の上昇

がもたらされていることを見出している。

　トライアルの結果に関する他の研究は、医療過誤事件における陪審認定額の

経時的な増加を確認している。Seabury et al. (2004) は、1960年から1999年の

時期のイリノイ州クック・カウンティとカリフォルニア州サンフランシスコを

カバーする陪審評決レポーターからのデータを報告している。請求されている

医療上の損失は、1980年代終わりないし90年代初頭までは期間を通じて一定で

あるが、この時期に急激に増大している。回帰分析の結果の示唆するところで

は、非医療的な経済上の損失の請求と医療上の損失の請求が、これら２つのカ

ウンティにおける不法行為事件の平均認定額の増大のほぼ全てを説明する。

Cohen (2009) は、陪審評決レポーター搭載の事件に限定されることによる歪み

の可能性のない、陪審審理の最もバイアスのないサンプルを利用している。こ

れは、75の大規模カウンティの内45における州裁判所をカバーしている。ここ

でも医療過誤事件の認定額の顕著な増大が見出されている。医療過誤事件のト

ライアルにつき、損害賠償額の中央値は、2005年において、1996年におけるも

の（35万4000ドル）のほぼ２倍（67万9000ドル）となっている。

　Brown et al. (2010) は、アメリカ医師保険協会（Physician Insurers Association 

of America; PIAA）から得られたデータを利用して、1985年から2007年の間
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の救急部門関連の医療過誤請求１万1529件を検討している。PIAA のメンバー

の保険会社は、米国における全ての医療行為に従事している医師の60％に対し

て保険を提供しているとされる。PIAA のデータに基づく研究は、そのデータ

の限界（Dhankhar et al. 2007, 167）と同協会のロビイング活動に照らした上

で考慮されるべきである。Brown et al. (2010) の見出したところでは、時期を

通じて、インフレ調整後の平均の補償支払額及び訴訟費用は２倍以上となって

いる。この増加は、経時的に増加している医療的損失の請求額と非医療的な経

済的損失の増加という、Seabury et al. (2004) の提示する説明と一貫している

かも知れない。だが、Brown et al. (2010) は、救急部門関連の請求の全体の数

及び支払のなされた請求の数が、相当の不法行為改革のなされた時期である

1985年から2007年の期間を通じて減少していることも見出している。

５．訴訟提起と州のランキングの社会的構築

　多くの州裁判所システムでは事件のカテゴリ毎に分類された訴訟提起のデー

タを欠いているため、医療過誤訴訟の提起に関するデータは限定されている。

利用可能なデータで最善のものは、全米州裁判所センター（National Center 

for State Courts; NCSC）からのものである。NCSC が医療過誤による訴訟提

起を特定したデータを報告している７州（アリゾナ、コネチカット、ミシシッ

ピ、ニュージャージー、ニューヨーク、オレゴン、ロードアイランド）につい

ていえば、1999年から2008年の間に、新規の医療過誤事件は15％減少した。増

加を示した州はない（NCSC 2008, 8）。訴訟件数を人口や医療活動のレベルで

修正した場合はより劇的な減少が示されることとなろう。

　だが、医療過誤改革に向けたキャンペーンは訴訟提起件数が減少している州

でも根強い（e.g., New York Senate Bill 2011）。自由市場主義のグループであ

るパシフィック研究所（Pacific Research Institute）は、医療不法行為ランキ

ングにおいて、コネチカットを38位に、ニューヨークを43位に、オレゴンを39

位に、ロードアイランドを49位に位置付けている（Graham 2010）。だが前述

のように、NCSC データの示すところではこれらの州それぞれにおいて医療過

誤の訴訟提起は10年にわたって減少しており、コネチカットの訴訟提起は

30％、ニューヨークは１％、オレゴンは42％、ロードアイランドは34％低下し

ている。

　訴訟提起率についての間接証拠は、保険請求の申立の研究から得ることがで

きる。Paik et al. (2011) は、不法行為改革は訴訟提起に影響を及ぼしている可
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能性が高く、テキサス州における厳格な不法行為改革の後、保険請求（訴訟提

起ではない）が58.9％の減少したとの推計を示している、回帰モデルによる証

拠を提示している。Danzon (1984, 1986) は、複数の州をカバーする研究にお

いて、1970年代に制定された不法行為改革は請求の頻度に影響を及ぼさなかっ

たことを見出した。他の複数の州を対象とする研究では、Durrance (2010) が、

標準的な回帰モデルでは、内生性によって、保険請求の頻度に対する非経済的

損害への上限設定の影響（そして恐らくは他の不法行為改革の影響）を過大評

価することになり得るとする証拠を提供している。非経済的損害に対する上限

の設定のように、法を改正した州では、そうしなかった州とは異なった形で影

響を及ぼす要因への対応としてこれを行っていることから、不法行為改革は内

生的となりやすい。同研究は、非経済的損害への上限設定と医療過誤請求の頻

度の減少とを関連づける証拠を見出さなかった。道具的変数を利用することで

内生性へと対応しようと試みる多くの研究と異なり、同研究は採用されている

変数の性質を査定している。5

６．上限設定の、認定額・保険料・損失補填・患者の安全に対する影響

　損害賠償額に対する上限設定はしばしば、さもなければ認められていたであ

ろうものの減額を要求する。上限の最も直接的な影響は、陪審認定額を減額す

るという、トライアルでの損害回復に対するものである。あらゆる医療過誤の

改革の中で、最も頑健な証拠は、非経済的損害に対する上限設定が支払額を下

げる、ということである。だがここにおいてすら証拠は幾つもの意味にとれる。

　1970年代半ばの初期の不法行為改革の研究には、訴訟の頻度に対して上限設

定が影響を与えていないとするものがある（Zuckerman et al. 1990）。しかし

ながら、初期の研究の多数が、医療過誤訴訟の責任を減ずるのに改革が効果的

であったと結論している（e.g., Avraham 2007; Danzon 1986）。1993年の議会

5 操作変数モデルの仮定として、適切な道具的変数が可能な帰結から独立して
いるのみならず、いわゆる第１ステージのチャンネルを通じたもの以外の帰結
に対する影響を有さない必要がある、ということがある。Durrance のモデル
においては、州の政治的構成が、立法が成立したかどうかに対する影響を通じ
て以外では、請求の数に影響を及ぼしてはならないことを、このことは意味す
る（Angrist and Pischke 2009）。これは事実とは異なるかも知れない。という
のも、政治的構成は、改革立法のみならず、請求の頻度に影響を及ぼし得る、
保険業界や医療業界の特徴に対しても影響する可能性が高いからである。
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技術影響評価局（Office of Technology Assessment）による６つの経験的研究

のレビューは、「賠償額に対する上限設定及び賠償金重複回収（collateral 

source）についての影響のみが、医療過誤のコストの指標の少なくとも一つを

一貫して減じている」としている（U.S. Congress 1993, 73）。2004年の議会予

算局（Congressional Budget Office; CBO）のレビューの結論は、賠償額への上

限設定は訴訟提起の件数・賠償額・保険コストを減ずる方向で概ね一貫してい

る、としている（Holtz-Eakin 2004）。Avraham (2007) は1991年から1998年に

かけての医療過誤の和解について検討し、非経済的損害（pain and suffering）

に対する上限設定と定期的支払の導入が、平均支払額を減じていると見出して

いる。その効果はさほど高い統計的有意性を有しているわけではないが、非経

済的損害に対する上限設定は支払総額を減じている。

　上限設定の効果の綿密な研究において、Hyman et al. (2009) は、1988年から

2004年までのテキサス州における、1998年時のドル換算で２万5000ドルを超え

る全ての終結した医療過誤請求のデータを利用している。2003年、テキサス州

は、医師その他の個人の診療提供者に対するものについては25万ドル、医療施

設もまた責任のある場合には上限にさらに25万ドルまたは50万ドルが追加され

るという、非経済的損害に対する上限設定を導入した。訴訟で争われた事件の

帰結から、和解における上限の影響を推測するシミュレーションに基づいて、

この研究は以下のものを含む知見を見出している：

　（1） 非経済的損害に対する上限は、非経済的損害の許容可能な認定額の平均

値及び中央値について、それぞれ73％、33％減少させた。認められた非経

済的損害の認定額の平均は59万7000ドルから15万8000ドルに落ち込んだ。

　（2） 上限設定は、陪審評決のなされた事件における支払額の予測の平均値・

中央値をそれぞれ27％・23％減少させた。平均額の減少は69万6000ドルか

ら51万2000ドルであった。

　（3） 上限設定は和解で解決した事件の18％に影響し、和解額の平均は31万

3000ドルから25万7000ドルへと下落した。

　（4） 上限設定は原告の人口的グループに応じて異なった影響を及ぼした。大

きな割合の減少は、被害者が生存し、職があり、高齢ではない原告と比較

して、被害者が死亡し、無職で、（おそらくは）高齢の原告が負担した。

この研究は、いずれの事件が訴訟提起されあるいは和解されるかに対して、非

経済的損害に対する上限設定が有する影響を説明することを試みるものであ
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る。この研究はまた、インフレーションによる修正を加えない上限の影響につ

いても実証している。その推定するところでは、1975年時点に適用されるとす

れば、非経済的損害に対するカリフォルニアの上限設定は35％の非経済的損害

と８％の支払を遮断した。2003年までには、79％の非経済的損害と29％の支払

に影響していた。

　訴訟で争われた事件の結果についてのさらなる証拠も、上限設定がトライア

ルの認定額を減少させていることを示唆している。Pace et al. (2004) は、カリ

フォルニア州の1975年医療損害填補改革法（MICRA）の影響を評価するために、

陪審評決レポート（California Jury Verdicts Weekly）を利用して、1995年か

ら1999年までの、原告が勝利した医療過誤訴訟のトライアル257件について検

討した。この257件の原告有利の評決は、この研究の対象時期のカリフォルニ

ア州における医療過誤訴訟のトライアルの約22％に当たる。MICRA の非経済

的損害に対する25万ドルの上限は、原告勝利事件の45％に課されていた。

MICRA は、被告の責任額全体の30％、平均して36万6000ドルを減少させていた。

　上限設定が医師の利益となっているかは、認定額の期待値の下落が医療過誤

責任保険の保険料の低下につながっているかに大きく依存する。改革によって

創出された認定額の下落が医療過誤保険の保険料の引き下げにつながっている

との証拠は存在する。Nelson et al. (2007) は、初期の研究に加え、より近時の

10の研究をレビューし、比較的に綿密な研究は一貫して、賠償額の上限設定が

医療過誤責任保険の保険料を減少させていると示している、と結論した。後の

研究もこの知見と一貫している（Born et al. 2009; Ellington et al. 2010）。

　しかし、上限設定による保険料の下落はその意図されていた効果を有してい

ない可能性がある。Ellington et al. (2010) の見出したところでは、いずれの改

革手法も病院の財務状況の改善に結び付いてない。Sloan and Chepke (2008) 

は、賠償額の上限設定は保険会社の支払と保険料を減少させたが、安全性を改

善してはいない、と結論付けている。彼らは、1974年以来医療過誤改革のレト

リックはほとんど変化していないことを注記した上で、肝心な点、すなわち被

害の過少申告と過小な損害填補は変化していない、と見出している（Sloan 

and Chepke 2008, 309-10）。Pace et al. (2004, 51) も同様に、カリフォルニア州

の MICRA の規定は医療過誤のコストを被告から原告及びその弁護士へとシフ

トさせるものとして特徴付けることができる、と述べている。

　証拠の示唆するところでは、病院及び保険会社のヨリ大きな節約は、被害者
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である患者の負担なくして達成可能である。Grunebaum et al. (2011) は、ニュー

ヨークの Cornell Weill 医療センター（Cornell Weill Medical Center）におけ

る安全性改善プログラムが、目に触れる機会が多くリスキーな産婦人科という

領域においてさえ、支払のなされた請求を減少させたことを見出している。年

当たりの平均補償支払額は、2003 ～ 06年の2760万ドルから2007 ～ 09年の260

万ドルへと減少した。監視の必要な事象（死亡や重篤な身体的もしくは精神的

危害、またはその危険を伴う突発的な事象）は、2000年の５件から2008年・

2009年の０件にまで減少した。容赦ない力により保険料を減少させる上限設定

は、安全性を改善するためのもっと骨が折れるが社会的に望ましい努力への試

みを妨げる可能性が高い。

　上限設定や他の改革の影響は、トライアルに到達した医療過誤事件における

認定額の増加を説明するのを助けるかも知れない。NCSC の訴訟提起データに

示されているように、訴訟の件数は減少しているが、賠償額上限は弁護士が受

任する事件を精選することを要求する。「医療過誤事件において訴訟代理人を

最も容易に見つけることのできる依頼人は、医療上の過失に関する最も明快な

主張と最も甚大な経済的損失を有する者であろう」（Pace et al. 2004, 51）。この、

選別の拡大と、事件を受任するに際してのヨリ大きな損害の必要性は、実際に

トライアルに到達した医療過誤事件における認定額の平均値及び中央値の増大

に貢献している可能性が高い。Garber et al. (2009) は、非経済的損害に対する

上限設定や弁護士費用の制限が医療過誤の被害者の司法へのアクセスに影響を

及ぼしているかを評価するための、965名の原告弁護士に対する調査を利用し

ている。その結論するところでは、上限設定や弁護士費用制限は弁護士を雇う

ことを困難にしている。

Ｃ．医療支出に対する影響

　不法行為改革が医療支出を減少させるかという問いはこれまでもレビューの

対象となっており（CBO 2006; CBO 2009）、ここでは簡単に触れる。不法行為

による請求の制限が医療支出を減少させるという研究も、増大させるという研

究も、関係がないと見出す研究もある（CBO 2006）。より信頼できる研究は、

防衛医療を縮小することを期待して採択された不法行為改革による医療支出の

節約分は１～２％の範囲であろうとしている（Hermer and Brody 2010; CBO 

2009）。1998年から2006年の最も一般的な不法行為改革の組み合わせは、事業
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者提供医療保険の保険料を2.1％減少させた、と Avraham et al. (2010) は報告

している。

　Kessler and McClellan (2002) の高齢者の心発作及び虚血性心疾患の患者の

研究（Kessler and McClellan (1996) の後続研究）は、直接的な不法行為改革

が病院の長期的な支出を約４％減少させたと推計している。この研究に続く知

見は、その顕著な影響力から、言及するに値する。Sloan and Shadle (2009) は

Kessler-McClellan の論文をより長い期間と幅広いコスト指標を含むデータ

セットを利用して再評価したが、統計的に有意なコストの下落という知見は確

認できなかった。Kessler-McClellan 論文を確認はしなかったものの、Sloan 

and Shadle 論文は Kessler-McClellan 論文の知見を強くは否定しなかった。心

発作の患者について、ほぼ有意な費用の下落（p＝0.059）が見出されたからで

ある（もっとも、他の患者グループについてはそうではなかったが）。議会予

算局（CBO 2006, 22）は、非経済的損害に対する上限設定を含め、４つの不法

行為改革のいずれについても人口当たりの医療支出全般の有意な低下を見出さ

なかった。また、人口当たりの入院関連の支出の下落も見出されなかった。非

経済的損害に対する上限設定について、受給者当たりのメディケア支出及び入

院関連の支出の有意な下落は見出された。Paik et al. (2012) は、テキサス州の

不法行為改革の前後におけるカウンティ・レベルのメディケア支出のパターン

を利用して、州内部の医療支出のユニークな研究を提供している。その知見に

よれば、厳格な賠償額の上限を含むテキサス州の不法行為改革が全米的なトレ

ンドと比較してメディケアの支出を減少させたとの証拠は見出されず、またコ

ントロール群の州と比較してテキサスにおいては医師への支出が増加したとの

若干の証拠を見出した。

　このように、不法行為改革による医療支出の節約の全般的な証拠は曖昧なも

のである。「ゼロないし小さな効果のみを見出す近時の証拠の蓄積の示唆する

ところでは、今や、不法行為改革が医療コストのコントロールにおける主要な

要素たり得るとの希望を政策担当者は放棄する時である」と、ある近時の要約

は結論付けている（Paik et al. 2012, 175）。

Ｄ．医師の行動に対する影響

　州の不法行為改革立法が医療上の決定に影響を及ぼしているかに関する研究

は、混交した結論をもたらしている。２つの最も研究されている分野は、産婦
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人科医の行動と、心発作に関する行動である。

１．産婦人科医の行動

　Dranove and Watanabe (2010) は、ミクロレベルのデータを利用して、産科

医がどのように訴訟に対して反応するかを、本人ないしその同僚が訴訟に巻き

込まれた後により多くの帝王切開を実施するかを調査することにより検討し

た。帝王切開の実施率につき、小幅で短期間の上昇が観察された。この上昇は

小規模の医療提供者に集中しているように見受けられた。このことは、病院が

診療の手順の再検討の間に採用する、一時的な防衛手法を反映しているかもし

れない。約９ヶ月後、特定の医師について帝王切開の実施率のヨリ大きな上昇

があった。こうした上昇が短期的で、それ以前に訴訟を経験したことのない産

科医に限定されていたという事実は、産科医が初めての訴訟との接触に過剰反

応することを示しているかも知れない、と同研究の筆者は示唆する。「例えば、

訴訟過程は費用のかかるものでも取り立てて苦痛を伴うものでもないことを、

産科医は素早く理解している、ということが考えられる。例えば、医師〔個人〕

が金銭的な支払を原告に対して行うことはほとんどないし、訴えられた結果と

して収入を失うこともありそうにない（Danzon et al. 1990; Zeiler et al. 2008）」

（Dranove and Watanabe 2010, 92）。

　Baldwin et al. (1995) は、産科医の請求履歴と帝王切開の実施率との間に関

連のないことを見出した。同様に、Kim (2007) は、医師当たりの請求件数の

医療過誤に対する支払の州毎の差異を利用して、1992年から1998年にかけての

帝王切開の実施率に対する州レベルの医療過誤のリスクの影響を調査した。帝

王切開の実施率に対する影響は見出されなかった。Gimm (2010) は1992年から

2000年のフロリダ州における産科診療実務を研究した。医療過誤請求に対応し

て帝王切開の実施率を上げることで医師がその診療パターンを変更したという

証拠は見出されなかった。医師は、医療過誤請求が終結した３年後に、より少

ない件数の分娩を実施していた。Grant and McInnes (2004) の知見では、大規

模な医療過誤請求を経験した医師は、リスク修正後の帝王切開の実施率を、約

１％と最小限の程度で上昇させており、少額の支払を経験した医師については

影響は見られなかった。

　Dranove and Watanabe 論文その他の研究での弱い影響は、かなりの蓄積の

ある知見と一貫している。1981年の国立衛生研究所（National Institutes of 

Health; NIH）コンセンサス形成会議の報告書は、訴訟の虞が帝王切開の利用
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の拡大の主要な原因であるという証拠を付していない。この NIH の報告書は、

よく工夫されたコントロール群、すなわち軍病院や公衆衛生局の病院といった、

医療過誤に対して個人的な責任に曝されていない環境で診療している医師、を

参照している。こうした〔賠償責任に〕曝されていない医師は、民間部門にお

けるのと同様の、帝王切開のヨリ頻繁な利用を示していた。アメリカの訴訟の

懸念とは無関係な海外における帝王切開の実施率の増大への懸念（Lomas 

1988）もまた、訴訟の虞以外の他の要素が帝王切開の実施率の増大の原因であ

ることの証拠である。Frakes (2009) は、医療過誤のプレッシャーが帝王切開

の利用を促進しているとの証拠を見出さなかったが、会陰切開術の利用の増加

と、子の分娩との関連での入院日数の増加を報告している。

　Currie and MacLeod (2008) は、連帯責任の改革が、帝王切開、誘発分娩及

び分娩出産関連で予防可能な合併症を減少させたと報告している。非経済的損

害に対する上限設定が帝王切開及び分娩出産における不要の合併症を増加させ

たとも見出している。だが、Sloan et al. (1995) は、1992年のフロリダ州の出産

の研究において健康上の帰結の指標として新生児の生存率とアプガー指数を採

用したものだが、医療過誤訴訟の増大の脅威による出産結果のシステマティッ

クな改善を見出さなかった。しかしながら、この分析のある部分は、訴訟され

る脅威の増大に応じて、胎児の死亡が減少したと見出している。

　Yang et al. (2012) もまた診療の帰結に焦点を合わせ、1991年から2002年の51

の法域における235万の出産のランダムサンプルを調査した。そこで見出され

たのは、不幸な出産結果の確率は保険料のレベルや不法行為改革とは関連して

いないということだった。そこでは、賠償責任のプレッシャーは、標準を下回

る診療に対して社会的に望ましい抑止効果を持つというよりは、社会的な最適

点よりも高い産科医の予防措置のレベルをもたらしているかも知れない、とい

うことが示唆されている。この結論は、賠償責任を限定する改革の採用は結果

に対して不都合なインパクトを持つことは考え難い、ということも示唆してい

る。

　しかし、他の研究は帝王切開が医療過誤のプレッシャーと正の相関があると

見出している。Rock (1988) は、ニューヨーク州及びイリノイ州において医療

過誤保険の保険料と帝王切開の実施率とに有意な関連があることを報告してい

る。Tussing and Wojtowycz (1997) の研究は、ニューヨーク市を除くニュー

ヨーク州の5万8441件の出産を検討する際、1975年から1986年にかけてのカウ
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ンティ毎の累積的な産科関連医療過誤訴訟を医療過誤のリスクの代替変数とし

て利用した。その報告するところでは、全体の帝王切開の実施率27.6％の内、

推計6.6％が医療過誤〔訴訟〕の虞によって説明されるとしている。Localio et 

al. (1993) は、訴訟を起こされた経験を有する医師について極めて高い帝王切

開の実施率を見出しているが、医師の技術水準の効果を検討に含めておらず、

また被告＝医師が帝王切開を好む他の理由を有している可能性を排除できてい

ない。Dubay et al. (1999) の知見では、賠償責任のプレッシャーの尺度として

医療過誤保険の保険料、及び1990年から1992年にかけての出生証明書のデータ

を利用したところ、医療過誤のプレッシャーが大きくなるほど帝王切開が実施

される確率が高まるが、アプガー指数の有意な改善は見られなかった。Dubay 

et al. (2001) は、賠償責任のプレッシャーが一部の低所得層の事例において出

産前診療の利用を減少させている、と見出している。

　賠償責任のプレッシャーに関連した産婦人科医の行動についての諸々の結論

を完全に調和させることは困難である。結局の所、利用可能な証拠は賠償責任

のプレッシャーと帝王切開の実施率の増加との間の一貫した関連性を支持して

はいない。帝王切開の実施率の増加は賠償責任のプレッシャー以外の他の要素

に帰せしめることができ、賠償責任のプレッシャーのない医師という合理的な

コントロール群を伴う研究はそのような関連を見出さない傾向にある。医療過

誤のプレッシャーの指標として、保険料ではなく、医師自身の現実の経験を利

用する研究は、帝王切開の実施率の増加を見出さない傾向にある。賠償責任の

プレッシャーと実施率の増加の間の関連を見出す研究は、累積的な保険料のプ

レッシャーや不法行為改革立法を利用し、賠償責任のプレッシャーから隔離さ

れた医師というコントロール群を利用しない傾向にある。こうした研究は個別

的なプレッシャーとコントロール群を利用した研究よりも説得的とはいえない。

２．急性心筋梗塞の患者

　その横断的な研究において、Dhankhar et al. (2007) は、医師の行動及び急

性心筋梗塞の患者の健康上の帰結に対する医療過誤の影響を評価するために、

2002年の全米入院患者サンプルデータベース（Nationwide Inpatient Sample）

及び全米医師データバンク（National Practitioner Data Bank）、そして2000年

から2004年までの医療過誤に対する支払額を利用した。州レベルでの医療過誤

のリスクの指標として、支払のなされた請求の頻度と請求の重大さが利用され

た。人口10万人当たり１件という医療過誤請求のリスクの増大が、重篤な急性
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心筋梗塞の患者が（より費用のかかり侵襲的な血管形成術ではなく）内科的治

療によって処置される可能性の６％の増加と関連づけられた。従って、より侵

襲的で費用の高い血管形成術のほうが医師が医療過誤請求に曝されることを限

定するであろうから、医療過誤請求のリスクの増大は、防衛的医療の利用の増

加には関連づけられなかった。同様の結論は、それほど重篤ではない医学的状

態の患者についてのバイパス手術に対する血管形成術についても現れた。

　重篤な状態の患者について、医療過誤請求の増大はバイパス手術の利用の増

加と関連づけられ、また医療過誤請求のリスクの増大は死亡率の改善とも関連

づけられた。医療過誤訴訟の率の増大は、急性心筋梗塞の患者の死亡率の低下

と関連づけられ、防衛医療が患者の健康に対して積極的な効果を持たないとい

う見方に反駁している。この研究は、不法行為改革と急性心筋梗塞の処置との

関係で、広く参照される Kessler and McClellan (1996, 2002) の前述の知見の一

般化可能性を限定する。損害賠償の制限のような「直接的な」不法行為改革の

行われた州において、〔医療上の〕帰結の毀損なくして、急性心筋梗塞や虚血

性心疾患の患者の処置のコストは低下していることが見出されている。

Ｅ．医師の供給に対する賠償責任の影響

　多くの研究が、医師の供給に対する、医療過誤、保険そして不法行為改革の

影響を評価している。Yang et al. (2008) は、医療業界の一般的な通念は保険料

の急激な上昇は医師の移転や廃業をもたらすというものだ、と記している。関

連文献を評価した後、「概ね、全般的な医師の供給の広範な減退の明確な証拠

は確立されていない」と結論している（Yang et al. 2008, 22）。これは現在の

知見の合理的な要約である。表２は、医師の供給に関する研究を概観すべく、

Mello et al. (2007a) にある表を拡張したものである。諸研究は、影響を見出す

ものと見出さないものとでほぼ拮抗している。本節はこれらの諸研究について

論じ、一貫しない結論の原因を示唆する。

　重要な論点として、当該研究が実際の診療実務を検討しているのか、医師に

対して調査をしているのか、ということがある。実際の診療実務に関する研究

は、医師を対象とした調査と比べ、より穏当な影響を報告している（Mello et 

al. 2007a）。ペンシルバニア州のリスクの高い専門医の43％がその診療実務を

限定したと述べる一方で、実際にそうしたと見出されるのは３％のみである。

　表２の示すように、医師の全般的な供給と、リスクの高い産婦人科領域の双
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方について、諸研究は首尾一貫した見方を提出していない。若干異なる研究群

についてであるが、その要約は次のようなものである：

　　�幾つかの長期にわたる変化を扱った計量経済学的研究は、ある州における

医師の数を賠償責任の環境の関数としてモデル化している……４件は有意

な関連を見出し、３件は有意な関連を見出さず、２件は混交した結論を出

表２　医師の供給に対する医療過誤の状況の影響の諸研究
研究 医療過誤のリスクの指標 対象年 分析 知見
Baicker & 
C h a n d r a 
(2005)

保険料
請求に対する支払 1993 ～ 2001年

2001年と1993年の医師の数
を比較した州レベルの回帰
モデル

有意性なし。保険料・支払
ともに全般的な医師の供給
と関連なし

Donohue & 
Ho (2007) 賠償額上限設定 1991 ～ 2004年 無作為化推論 有意性なし

Encinosa & 
Hel l inger 
(2005)

賠償額上限設定 1985 ～ 2000年
賠償額上限設定を導入した
カウンティと導入しなかっ
たカウンティを比較する
DID 法

有意性あり。25万ドル超の
上限設定は人口あたり医師
数の２％増加と関連

Erus (2004)

保険料
AMA が危機にある
とする州
請求の数
請求に対する支払

1997 ～ 2000年 州レベルのランダム係数モ
デル

有意性なし。保険料・支払
ともに全般的な医師の供給
と関連なし。医師の総数は
危機による有意な影響なし。
新人医師に対する影響あり

Gius (2000) 保険料 1994 ～ 1996年
給与と医師の供給の間の内
生性を統制するための道具
変数を利用した州レベルの
モデル

有意性あり。医療過誤保険
の保険料は医師の供給にネ
ガティブな影響あり

Grumbach 
(1997) 保険料 1980 ～ 1989年

ニューヨーク州における産
科診療の取り止めについて
の医師レベルのモデル

有意性なし。保険料の上昇
の程度と産科診療の取りや
めの間に関連なし

Hellinger & 
Enc i no s a 
(2003)

賠償額上限設定 1985 ～ 2000年 州レベルの最小二乗法回帰
モデル

有意性あり。賠償額上限の
ある州は人口あたりの医師
数は平均12％多い

Kessler et 
al. (2005)

賠償額上限設定その
他より直接的でない
不法行為改革

1985 ～ 2001年
不法行為法を変更した州と
変更していない州とを比較
する DID 法

有意性あり。賠償額上限設
定は３年後において医師の
供給の増加３％と関連

Klick & 
Stratmann 
(2007)

賠償額上限設定 1980 ～ 2001年
不法行為改革を伴った州と
伴わない州における、高リ
スク専門医と低リスク専門
医とを比較する DID 法

有意性あり。賠償額上限設
定は、人口10万人あたり、
最も高リスクの５つの専門
で6.1％多い医師数と関連。
10の専門では4.1％

Matsa 
(2005) 賠償額上限設定 1970 ～ 2000年 全ての州についてのカウン

ティレベルの回帰モデル
有意性なし。全般的な関連
なし。地方部における専門
医の増加

Mello et al. 
(2007a) 保険危機の影響 1993 ～ 2002年

保険危機期間中のペンシル
バニア州における医師の供
給

高リスクの専門医の供給は
低下せず。産婦人科医の供
給は８％減；分娩を行った
医師の供給は若干上昇

Polsky et al. 
(2010) 保険料 1998 ～ 2004年

フロリダ・ニューヨーク・
ペンシルバニア各州の病院
の解雇データとカウンティ
の保険料

有意性あり。医療過誤保険
料の上昇は産科医の供給と
ネガティブに関連

Silver et al. 
(2008) 賠償額上限設定 1990 ～ 2007年 テキサス州における直接プ

ライマリケア医の数
賠償額上限は直接プライマ
リケア医の数に限定的な影
響あり

Xu (2009) 保険料
医療過誤請求 2006年

ミシガン州における医療過
誤の負担と産科診療の取り
止めとのロジスティック回
帰

有意性なし。医療過誤の支
払は産科診療の取り止めと
の関連なし。医療過誤の請
求や支払の経験が産婦人科
医の診療取り止めの決定に
影響した証拠なし

Yang et al. 
(2008)

保険料
不法行為改革 1992 ～ 2002年

50州における、医療過誤の
リスクと産婦人科医の数の
相関を査定する混合効果モ
デル

保険料や不法行為改革と、
産婦人科医の供給との間に
有意な関連なし
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している。研究の知見のバラツキは容易には説明できない。利用された医

療過誤リスクの指標（保険料、請求、支払、不法行為改革）によってシス

テマティックに結論が変化しているということはない。（Mello et al. 

2007a）（脚注省略）

　ここでの検討は若干の追加的な研究を含み、利用された医療過誤リスクの指

標に基づいて若干強いパターンが見出されている。保険料を利用して医療過誤

リスクを測定する研究は、医師の供給についての頑健な影響を見出さない傾向

にある。Baicker and Chandra (2005)、Erus (2004)、Grumbach (1997)、Mello 

et al. (2007a)（保険危機の期間のデータを利用している）、Xu (2009)、Yang et 

al. (2008) といった諸研究は、一部のグループの医師については影響を見出し

ているものもあるが、全般的には有意な連関は見出していない。３つの州（内

一つは Mello et al. (2007a) が影響を見出さなかった州）のみに限定している

Polsky et al. (2010) と Gius (2000) のみが、保険料と医師の供給との間の有意な

連関を見出している。Gius (2000) の結論は、多くの州に跨がり、短い時期を

包含するデータを利用した後の研究においては観察されてない。

　損害賠償の上限設定を利用して医療過誤のリスクを測定する研究は、医師の

供給への影響をより見出しやすい傾向にある。Encinosa and Hellinger (2005)、

Hellinger and Encinosa (2003)、Kessler et al. (2005) Klick and Stratmann (2007) 

は賠償の上限設定を少なくとも一部に利用し、医師の供給への影響を見出して

いる。しかしながら、このリスク指標を用いた場合でさえ、混交した結論がも

たらされている。Donohue and Ho (2007)、Matsa (2005)、Silver et al. (2008)、

Yang et al. (2008) の４件の研究は頑健な影響を見出していない。Kessler et al. 

(2005) の研究は頻繁に参照されるものであるが、最も研究されている専門分野

である産婦人科医との関係では p＝0.10でのみ有意（2.3％の増加、標準誤差

1.3％）であり、他の専門についてはさらに小さな平均的影響を報告している

（Kessler et al. 2005, 2622）。ある意味、この論文の知見は決定的でない。とい

うのも、Yang et al. （2008） が注記するように、間接的な不法行為改革を行っ

た州──成功報酬の制限、分割支払の義務づけ、連帯責任改革、患者補償基金、

出訴期限法の変更──では、改革を行わなかった州よりも医師の増加が遅かっ

たのである。

１．医師の供給の研究における方法論的論点

　諸々の混交した結論は方法論的な争点の帰結である可能性がある。医師の供
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給に関する不法行為改革の多くの研究が州及び年次について固定効果モデルを

採用している、と Yang et al. (2008) は指摘している。Anderson and Wells 

(2010) や Anderson and Wells (2008) に示されているように、そうしたモデル

は計算上の不安定性と多重共線性の影響を受け易い。

　さらなる方法論的な洞察は異なったアプローチを利用する研究から得られ

る。Donohue and Ho (2007) は、1991年から2004年にかけて損害賠償額の上限

を採択した州と採択しなかった州における医療過誤請求の件数について検討し

た。この研究では、表２の幾つかの研究で採用されている差分の差分分析

（differences-in-differences; DID) 法に言及されている。DID 法による研究では、

改革を行わなかった州のグループの場合と比較して、改革を行ったグループの

経時的な帰結の差を測定する。Anderson and Wells (2008) において表明され

た懸念と一致した知見であるが、このコンテクストにおける DID による測定

量が重大なモデル感度を示すことが指摘されている。Donohue and Ho (2007) 

においてはそのかわりに、上限の採用について直接的な情報を組み込んでモデ

ル感度を限定した、ノンパラメトリックな共分散修正を加えたランダム推定を

採用した。同研究では、上限設定が医療過誤請求の数に影響を与えたとの証拠

は見出されなかった。

　他の方法論的懸念として提起されているものは、ケース群における州の数と

DID 法の無修正での利用に関連している。検討対象の時期において不法行為

改革を採用したり廃止したりした州がわずかに留まる場合、改革について特に

動きのなかったコントロール群の州と比較して、ケース群に属する州は少数だ

ということになり、不正確な推計と観察されていない時間依存効果による交絡

の可能性がもたらされる。DID 推定を利用する研究は系列相関データを利用

することが多いが、系列相関についてのテストを報告したり、これを説明する

ための標準誤差の修正を行ったりしている例は稀である（Yang et al. 2008, 28; 

Angrist and Pischke 2009, 315-19）。低く見積もられた標準誤差は有意性のレ

ベルの過大申告につながり得る。この懸念は、DID 法の感度の問題を減じよ

うと試みた Donohue and Ho (2007) のアプローチによって支持される。

　医師の供給についての一部の研究に関する他の懸念としては、この時期にお

ける保健維持機構（HMO）の浸透及びマネージド・ケアの影響を説明してい

ないという点がある。HMO の浸透は、医師の数、専門医の配置及び引退の決

定と関連している（e.g., Yang et al. 2008, 38）。Kessler et al. (2005)、Avraham 
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(2007) そして Yang et al. (2008) はそのような HMO やマネージド・ケアにつ

いて説明を与えている。他の幾つかはそれをしていない。

　最後に、医師の供給や他の不法行為改革についての研究は、しばしば複数の

従属変数に関して複数の不法行為改革の効果を検討している。改革とその帰結

との間の十分な数の比較は統計的に有意な影響を偶然にもたらし得るし、研究

者は有意な結果を強調する傾向にある（Benjamin and Hochberg 1995）。この

ことは、複数の改革や複数の帰結をテストしている研究は、多重比較について

有意性のレベルの報告を修正すべきかという問いを提起する。一つずつ検定を

行う手続及び指標の無反省な利用は、影響の偽陽性の検出の率を増す可能性が

ある（e.g, Benjamin and Hochberg 1995）。しかしながら、Rothman (1990) は、

結論が真でありそうだと予期することの強い根拠がある場合にのみ統計的テス

トが実施されるのだとすれば、多重比較についての修正は不要だ、と主張して

いる。いくつかの不法行為改革の分野においては、強力な事前の予期は信頼し

難い社会的に構築された知識に基づいており、故に多重比較テストを好んで勧

める可能性がある。

２．保険料に動機付けられた行動という説明の仕方についての留保

　医師の供給に関する研究における方法論上の論点に加えて、医師が保険料に

対する医療過誤改革の影響に基づいて一貫して移転するということはないのは

なぜか、他の研究が説明している。保険料の上昇が退出の決定を後押しするの

だとすれば、保険料負担を緩和するプログラムが影響を有するはずである。だ

が、Smits et al. (2009) は、オレゴン州における2002年から2006年の全ての産

科診療提供者を調査した。医療過誤保険の保険料のコストが、産科診療を中止

する際に最も挙げられる理由であった。地方部の医師に対するオレゴン州の補

助金プログラムは、産婦人科医に対して専門家責任保険の保険料の80％を、家

庭医及び一般医に対して保険料の60％を支払っている。医療過誤保険に関する

補助金の受給は、地方部の医師による産科サービスの継続と関連していなかっ

た。産科診療・サービスを中止する計画を報告する点につき、補助金を受け取っ

ている医師と受け取っていない医師の間に違いはなかった。そして、オレゴン

州における医師の懸念というものは、前述の NCSC 調査の知見、すなわちこ

の時期はオレゴン州における医療過誤訴訟の提起が顕著に減少した時期である

という点に照らして解釈されるべきである。

　Polsky et al. (2010) は、医療過誤保険の保険料の上昇と関連づけられたペン
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シルバニア州における産科医の減少を見出しているが、このことは、同州が保

険料の上昇のインパクトを減殺すべく立法を行った時期に発生している。2002

年の診療供給及び医療ミス減少法（Medical Care Availability and Reduction 

of Error Act）は、急激な保険料の上昇によって最も影響を受ける医師を引き

留めるべく、事実上、保険料を引き下げた。このプログラムによる退出行動の

引き留めの失敗は、保険以外の力学が医師の供給の減少の原因であることを示

唆しているかも知れない。

　保険料が医師の退出を促しているという説明に疑問を投げかけるさらなる証

拠としては、保険料上昇のコストを誰が引き受けたかを評価する研究がある。

Thurston (2001) は、1983年から1985年の医師診療コスト・収入調査（Physicians’ 

Practice Costs and Income Survey）からの医師の報酬と医療過誤保険の保険

料についてのデータを参照した。そこで見出されたのは、外科医とそれ以外の

医師の双方について、保険料のコストの変動は消費者へと転嫁されているとい

うことだった。このことは、10年先行している Danzon et al. (1990) の研究と

も一貫している。Pauly et al. (2006) は、1994年、1998年、2002年における、

グループ診療の純利益のデータを検討した。高額の、ないし上昇する医療過誤

保険の保険料によって、医師の純利益が減じられていることはなかった。1998

年から2003年にかけてのニューヨーク州における産婦人科専門医学実習生の退

出者507名に対する調査では、産婦人科医が特定の地域に定着することを医療

過誤保険の保険料が阻んでいるとの証拠は見出されなかった（Chou and Lo 

Sasso 2009）。

　医師が保険料の上昇を支払者へと転嫁し、保険料を軽減する州の取り組みに

反応しないとするならば、損害賠償制度が医師の供給を減少させるという因果

関係のメカニズムを理解することは困難である。他の要素、例えば、保険料と

いうよりは訴訟を提起されたこと自体による個人的評判のコストが、医師のリ

アクションを動かしているのかも知れない（Kim 2007; Currie and MacLeod 

2008; Frakes 2009）。そうだとすれば、訴訟への接触についてはヨリ間接的で

ノイズの多い指標しか提供しない保険料よりは、現実の訴訟の経験に焦点を当

てる研究に重点が置かれるべきである。

Ｆ．医療過誤改革立法の他の影響

　賠償額の上限設定や法的基準の変更以外の不法行為改革の影響もまた研究さ
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れている。Jesilow and Ohlander (2010) は、不法行為改革と州医師免許委員会

による医師への制裁の間の関係について研究した。医事当局はしばしば、医師

について審査する際のシグナルとして医療過誤関連の支払を参照する。連帯責

任ルールの変更、根拠薄弱な訴訟に対する制裁の採択、全米医師データバンク

の設立といったものは、医師免許委員会による厳格な制裁の利用を増加させて

いた。他方、仲裁の導入や弁護士報酬の規制はその利用を減少させたようであ

る。

　White et al. (2008) は、広く採用されている不法行為改革である診療審査委

員会（medical practice review panel）の影響について研究した。この2002年

に関する州レベルでの横断的な研究は、各州の診療審査委員会の位置づけ（義

務的か、選択か、委員会制度を持たないか）と、医療過誤請求の解決の費用・

期間・頻度の指標との間の関係を分析した。同研究によると、社会経済的特徴、

司法制度の特徴、他の不法行為改革立法について統制した後では、委員会の位

置づけと諸々の従属変数、すなわち保険料と比較した、損害補填支払額及び弁

護コストの比率、医師の医療過誤に対する支払額、損失額に対する弁護費用の

相対額、内科医・一般外科医・産婦人科医についての医療過誤保険の保険料、

医療過誤発生から請求に対する支払までの期間、支払のなされなかった請求件

数に対する支払のなされた件数の比率、といったものとの間の有意な関連は見

出せなかった。こうした知見は、医療過誤審査委員会は単純に費用を追加して

いるのみで、結果を改善せずにシステムを遅延させているとの仮説と一致して

いる。

　1981年から2007年にかけての医療保険の補償範囲と不法行為改革の連関につ

いてのある研究は、人口動態調査（Current Population Survey）の人口動態ファ

イルと筆者自身による州不法行為改革データベースを利用している（Avraham 

and Schanzenbach 2010）。同研究には、賠償額制限、賠償金重複回収ルール

（collateral source rule）、連帯責任ルール、その他のマイナーな改革が含まれ

ている。結論として、一部の不法行為改革は、より高齢の、結婚した、他者に

雇用されている労働者と比較して、未婚の若者や自営の成人の補償範囲を若干

拡大したが、「補償率に対する改革の全般的なインパクトは極めて小さいもの

であろう」とする。（Avraham and Schanzenbach 2010, 321）
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Ｇ．医師の教育とシステムの変更

　医療過誤改革をめぐる論争の奇妙な側面は、医師が制度を著しく誤解し、こ

れに伴ってこうした誤解に対応すべく制度の変更が推奨されているという認識

である。医師に対して現実を教示するよりは、その誤解に対応して制度を変更

する提案がなされることもある（Hermer and Brody 2010）。医療水準の行動

規範が過小に執行されていると広く認識されている現在の賠償責任システムを

切り詰めるよりは、医療過誤事件において法システムがどのように動作するか

に焦点を当てた合理的な医学教育上の要求を盛り込むほうが望ましいように思

われる。

Ⅳ．製造物責任と不法行為改革

　製造物責任分野における〔不法行為改革の〕影響は懲罰的賠償や医療過誤分

野における影響よりもさらに評価が難しい。懲罰的賠償額と填補賠償額の比率

のような、単純な数値化によって製造物責任訴訟の帰結を有益な形で測定する

ことはできない。さらに、医療過誤の場合と異なり、研究者は、法的責任が正

当化されるかどうかを評価するに当たり事後審査委員会に依拠したりはしない

し、恐らくそうすることは不可能である。よって、法システムのパフォーマン

スやその変化は、より直接的ではない尺度によって測定されなければならない。

製造物責任の研究はさらなるハードルに直面する。一部の知見は利益団体の研

究や社会的に構築された知識によってあまりに歪曲されているため、実際の安

全性や製品の有効性を証明することは困難であり、製造物責任システムとその

変動の双方について客観的に評価することを妨げている。製造物責任事件にお

いて科学的知識の原告による濫用が起こり得る一方で（In re Silica Products 

Liability Litigation 2005）、製薬会社（DeAngelis 2000; Drummond 1999）、エ

ネルギー企業（Sunstein et al. 2002）、アスベスト製造業者 Egilman et al. 

2003）、たばこ会社（Glantz et al. 1996）、溶接棒メーカー（Morris 2008）そ

の他の産業が、ある種の研究を抑圧したり、他の、ミスリーディングであった

り不完全であったりする可能性のある研究に対し、しばしば資金の出所の表示

ないままに、補助金を給付したりしている。

　医療過誤の場合と同様に、不法行為改革の影響は、訴訟システムの観察可能

な帰結への影響の分析と、その基礎にある人々の行動一般に対する影響の分析
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とに分けることができる。

Ａ．知識の社会的構築と腐敗した科学の問題

　科学の装いを被った利益志向の党派的言説が、製造物責任制度が適切に機能

しているかを評価することを困難にしている。関連する数量の基礎となる指標

が、変化の検出と適切な主張の達成を困難にする、バイアスのかかった研究に

より歪曲されている可能性がある。そうした研究例は枚挙に暇がない。ジャー

ナル・オブ・アメリカン・メディカル・アソシエーション（Journal of the 

American Medical Association）誌の編集者は、資金を得て行う受託研究の既

知の影響を次のように要約している。

　　�治験責任医師がその研究に対し金銭的利害関係を有していたり、研究関連

の行為に対し企業から資金を得ていたりする場合、当該研究は質的に劣っ

ており、資金提供者の製品に好意を示している可能性が高く、公刊される

可能性が低く、公刊が遅延する可能性が高い。（DeAngelis 2000）（脚注省略）

こうした懸念は医学分野を超えて製造物責任関連の研究にも拡張できる。医学

や他の科学的研究を信頼することができないとすれば、製造物責任システムの

パフォーマンスの評価は失敗を運命付けられている。6

　さらに、知識の社会的構築を通じた、世論を形成する試み（Haltom and 

McCann 2004; Potter 2010）が、不法行為改革の影響を評価することを混乱さ

6 最もよく売れていた２つの処方薬に関連した研究は、こうした懸念のよい例
証である。メルク社（Merck & Co., Inc.）が資金を提供していた研究は、その

〔成果である〕論文が同社の鎮痛剤・抗炎症剤 Vioxx の被験者の心発作に関す
る情報を開示していなかった、とニュー・イングランド・ジャーナル・オブ・
メディシン（New England Journal of Medicine）誌の編集者によって認定され
た（Curfman et al. 2005, 2006）。ファイザー社（Pfizer Inc.）は、世界で最も売
れた処方薬 Lipitor（アトルバスタチン）を、臨床試験において心臓発作の率を
36％減少させるものとして長期間にわたって販売していた。同社は、この36％
の減少というのが男性についての心発作率の46％の減少と女性ついての10％の
上昇の組み合わせであることを開示していなかった。ファイザー社による女性
患者についての追試は有意な便益を示さなかったが、この結果は論文で発表さ
れることもウェブサイト上で医師の参照に供されることもなかった（Eisenberg 
and Wells 2008）。そのような科学の歪曲と研究公刊の抑圧が標準的な状況であ
るとすれば、法システムが事件を「正しく」処理することは困難である。
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せている。以下で示唆する通り、一見したところ、こうした試みは製造物責任

事件における原告の勝利を減ずることに成功している。産業界が、例えば全米

製造業者協会（National Association of Manufacturers）の理事会議長〔の発言〕

を通じて、製造物責任専門の弁護士とその依頼人は「大発生したイナゴ」であ

り、「アメリカのビジネスに流血の惨事をもたらして伝統的価値を歪めている」

（Henderson and Eisenberg (1990, 481) での引用）と主張しているにもかかわ

らず、である。

　原告の訴訟における勝利の後退という形で不法行為改革の目標が既に達成さ

れつつある限りにおいて、こうした目的の促進における不法行為改革立法の影

響を測定することは難しい。製造物責任訴訟における原告の勝利は1980年代の

前半から中盤にかけて目に見えて衰えた。司法判断とトライアルの結果は、製

造物責任の境界の拡大に背を向け、製造物関連の人身損害の回復を大いに限定

する方向へと踏み出していた（Henderson and Eisenberg 1990, 480）。この変

動は、被告に有利な法理や結論とのみ関連付いているわけではない。1980年代

中葉以降、アスベスト関連を除いた製造物責任訴訟の連邦裁判所への提起は相

対的に減少している（Henderson and Eisenberg 1990, 535-36）。

　この被告に有利な動きはランダムな出来事ではない。1960年代の不法行為法

の拡大は、強力な社会勢力・産業勢力・金融勢力に挑戦を突きつけた。彼らは

圧倒的な広報キャンペーンによって応じ（e.g., American International Group 

1989）、その内容と影響は広く記録に留められている（e.g., Haltom and 

McCann 2004; Galanter 1998）。このキャンペーンは、法システム、取り分け

製造物責任と陪審についての神話的なホラー・ストーリーを生成し、繰り返し

ていた。このメディア・キャンペーンは、原告の怠慢を大義とする不法行為改

革立法と競い合っており、不法行為改革立法の影響を混乱させている。

　　�「実社会の」報道を初めとする、エンターテインメント志向のマスメディ

アを駆動させる制度化された偏向は、法に関する知識の形成の様式と内容

を形作った。そのようなものとして、お決まりの通りにドラマ化され人格

化されたメディアへの露出は単純化された不法行為物語（tort tales）と

並び立ち、道徳主義的な改革のレトリックを強化し、因果的親しさを伴っ

て両者を〔人々に〕染みこませた。（Haltom and McCann 2004, 9）

そのようなものではないと示唆する諸研究の数々にもかかわらず、産業界は法

システムを制御不能なものとして描写した（Haltom and McCann 2004, 7-8）。
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前述の懲罰的賠償の場合と同様に、改革の影響を測定することが困難であり得

る原因の一部は、そもそも改革を必要とするような深刻な問題が存在していな

かったことによる。

Ｂ．法システムのパフォーマンス

　間接的なものであるが、入手可能な証拠によれば、不法行為システムについ

ての知識の社会的構築は、製造物責任事件における原告の勝利の大幅な切り詰

めと関連している。

　ある研究は諸州を３グループに分けている。（1）1979年より前に改革立法が

施行されていた州、（2）1979年から1989年の間に改革立法を制定した州、（3）

1989年末の時点で改革立法を行っていない州である。この研究は、上訴裁判所

における製造物責任訴訟における原告の勝訴率を経時的に評価した。1979 ～

89年に改革立法を行った州とこの時期に改革立法を行わなかった州の双方にお

いて、この時期の原告勝訴率の有意な減少が見られた。知識の社会的構築を含

めた不法行為改革の試みは、改革立法を行わなかった州においてすら、原告に

対して不利に影響を与えていたようである（Eisenberg and Henderson 1992, 

776）。すなわち、法的責任に反対する広報キャンペーンのような不法行為改革

の試みは、改革立法それ自体よりも重要であったように思われる。

　連邦地方裁判所においては、証拠はより曖昧である。1978年から1983年にか

けて、原告は不法行為改革の立法された州においてより大きな勝利を享受して

いた。だが、遅くとも1985年以降においては、原告の勝訴率は大きく異なって

はいない。このことは改革の影響の一定の証拠ではある。しかし、原告勝訴の

製造物責任事件における認定賠償額の傾向も、改革立法の制定と関連してはい

ない（Eisenberg and Henderson 1992, 783）。

　製造物責任分野における重要な背景的影響力としての、原告に対して敵対的

な知識の社会的構築の有効性は、決定的ではないにせよ、若干の計量的証拠と

も一貫している。図５は連邦裁判所の全終局事件に関する合衆国裁判所事務局

（Administrative Office of the United States Courts）のデータを利用したもの

であるが、全製造物関連事件において相当部分を占める連邦裁判所の製造物責

任事件でのトライアルの原告勝利率を示したものである。このデータは、原告

勝利であれ被告勝利であれ評決の下された全ての事件を包含している。

　この図の示す通り、30年を超える期間における製造物責任訴訟のトライアル
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における原告勝利の割合は、1980年代初期の約35％から、近年の約20％まで、

概ね着実に減少している。同様の傾向は契約訴訟や他の不法行為訴訟（この図

にはない）については明確ではない。この30年の期間に、「荒々しいほどに原

告に友好的な陪審」という主張を支持するような、注目に値する原告勝利率の

上昇が見られた時期も、ない。勝利率の減退は、より多くの事件がトライアル

へ流れ込んでいるということと関連しているわけでもない。評決にまで至るト

ライアルの年間の件数は、1980年代初期の300ないし400件から、2000年以降の

100件未満にまで落ち込んでいる。

　トライアルの認定額の傾向についての信頼しうるデータは BJS の州裁判所

でのトライアルの調査から利用可能である。州裁判所の製造物責任訴訟のトラ

イアルにおいて、製造物責任事件におけるトライアルの認定額（インフレーショ

ンの修正後）の中央値は、1996年の24万1000ドルから2005年の74万8000ドルへ

と上昇した（Cohen 2009）。このことは全般的なインフレ率を上回る医療コス

トの上昇と一貫しているが、むしろ、トライアルに到達する事件をより大きな

請求額を伴うものへと限定する、原告側弁護士及びトライアル前の裁定に帰す
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図５�　製造物責任事件および契約事件における原告の

トライアル勝利率の推移　1979 ～ 2008年
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るほうがヨリもっともらしい。全ての不法行為事件を合算した場合、同様の上

昇は見られないことに注意すべきである。1996年のトライアルの認定額の中央

値 は ３ 万8000ド ル で あ り、2005年 に は ３ 万1000ド ル に 減 少 し た（Cohen 

2009）。多くの損害賠償額に対する上限が医療過誤事件にのみ適用されるもの

であるので、製造物責任事件に対する上限設定の影響はずっと穏当なものであ

ると考えられる。

　製造物責任事件における認定額の中央値の相対的な上昇は、これに対する不

法行為改革立法の影響に対して疑問を投げかける。明らかに推測上のものでは

あるが、より可能性の高い影響は、トライアルにおける低い勝利率をもたらす、

社会的に構築されたところの、原告に敵対的な態度であろう（もちろん他の要

素も働いているだろうが）。改革立法が幾つかの州における製造物責任訴訟の

提起を減少させたとの若干の証拠も存在する。NCSC の報告によると、1996年

から2005年までの製造物責任事件の提起を追跡している８つの州において、「製

造物責任事件の取扱件数の不安定な性質は、８州の内３つにおいてこの間の

諸々の時期に採択された改革立法を反映している」（NCSC 2006）。

Ｃ．人々の行動一般に対する影響

　不法行為改革の、そして不法行為法それ自体の、一般的な、訴訟以外の行動

に対する影響を検出することは、製造物責任訴訟に対する不法行為改革立法の

影響に比べ、困難である。行為者に対して費用を内部化することを要求する法

の変化が行動を変化させ得ることについての証拠は存在する（Moore and 

Viscusi 1990; Sloan et al. 2000; White 1989）。自動車事故無過失補償システム

の研究の示唆するところでは、無過失ルールの採用は自動車事故の致死率の増

大と関連している（Cohen and Dehejia 2004）。しかし、学生に対する調査を

利用した実験的証拠の示すところでは、刑事責任の場合と対照的に、不法行為

責任は個人の行動に対してほとんど影響を持たない（Cardi 2012）。

　企業の行動に関する実験的ではない証拠は、概ね一貫して、製造物責任法は

抑止効果を持つことを示唆している。1980年代に、産業界のグループ、全国産

業審議会（Conference Board）は、製造物責任法の影響についての研究、ウェー

バー・レポート（Weber Report）を委託した。この研究は1980年代における

製造物責任法の影響に関する懸念によってもたらされたものといえる。この報

告書には「年間１億ドル以上の収入を有する…232のアメリカの大企業のリス
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ク・マネージャー」の調査が含まれている（Weber 1987）。同報告書は、製造

物責任法についての産業界の懸念は現実と合致していないと結論している。収

入、市場占有率、労使関係といったヨリ大きな経済的争点に対し、製造物責任

のプレッシャーはほとんど影響を有していなかった。訴訟は、典型的には、企

業の基準からすれば穏当と考えられる額で裁判外で和解されていることが見出

された。

　リスク・マネージャーたちの信じるところでは、製造物責任は製品の品質に

関する経営的決定に対して大いに影響を及ぼしている。製品はより安全になり、

製造過程は改善され、ラベルや取扱説明書はより明確になった、と彼らは報告

している。同報告書の知見は、UCLA ロースクール教授 Gary Schwartz によっ

ても概ね再現されている。Schwartz は、法的責任の可能性が安全性に向けた

努力に関連しているか、あるいは適切に行動すべきとの欲求によって安全性へ

の努力が動機付けられているか、カリフォルニア州の公的機関と UCLA 医療

センターのリスク・マネージャーに対してインタビューを行った。全てのリス

ク・マネージャーが「その努力は両者の組み合わせによるものであることを強

調した。リスク・マネージャーは、事故の回避がそれ自体として望ましいもの

であるとのアイディアから出発する。だが不法行為責任の見通しが重要な補強

を供給する……。」不法行為法が抑止効果を持つかに関する多くの先行研究を

レビューした後、Schwartz 教授は次のように結論する（Schwartz 1994, 443）。

　　�フォーマルな経験的研究、医師や企業のマネージャーの調査、ジャーナリ

ストによる報道、筆者自身のインタビュー調査──情報は多様である。［経

済学的モデルが示すほどに完全な抑止効果を不法行為法が有すると考える

ような］強い形態の抑止効果の議論は誤っていることを、これらの情報は

示唆している。だが、穏当な形態での主張に対する支持は提供されている。

各々の分野毎に、抑止を通じて不法行為法は何か重要なものを提供している。

　個別の産業分野の計量的な分析もまた、製造物責任が安全性を促進すること

を示唆している。粗悪な製品に対する市場のリアクションへの虞が賠償責任の

プレッシャーよりも重要ではあるが、安全性の改善に当たってはしばしば賠償

責任のリスクへと言及される。

　Graham (1991) による自動車の安全性に関する製造物責任の〔影響の〕分析

の知見によると、自動車の安全性の改善をもたらしている唯一の要因ではない

ものの、法的賠償責任は触媒として働いて〔改善〕過程を加速し、「時には、
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法的責任のなかったであろう場合に比して、より迅速な安全性の改善に帰結し

ている」（Graham 1991, 181）。賠償責任の考慮は少なくとも14の重要な自動車

の安全性の改善の十分条件ないし要因であり、これには自動車の不測の発進、

燃料タンクのデザイン、乗員の拘束具及びオフロード・カー（ATV）の制限

が含まれる。化学産業もまた、賠償責任へ曝されたことの結果として、重要な

安全性の改善を果たしたと報告されている。Ashford and Stone (1991) は、賠

償責任のプレッシャーが、より安全な製品や製造方法の開発や化学ハザードの

リスクを減らす技術革新に拍車をかけたことを見出している（Ashford and 

Stone 1991, 367-68）。その結論として、顕著な過小抑止が存在する以上、不法

行為改革は見当違いのものであるとしている。Johnson (1991, 452) は「製造物

責任システムが化学産業を不当に危うくしているとの主張は証拠によってしか

るべく支持されてはいない」と結論している。製薬会社の弁護士は、安全性の

改善が法的責任のプレッシャーに帰することを認めている。ある企業側弁護士

は、「賠償責任の危機」が大体において神話であると考えている。「異端ではあ

るでしょうが──実際の事件件数のような入手可能な情報を見てみれば、『賠

償責任の危機』は大体のところ神話であると、私は信じます」（Swazey 1991, 

297）。このビジネス弁護士は、不法行為改革の提案は、制度の欠陥に対応する

のに必要かも知れないものを超えている、と結論している。

Ⅴ．結語

　不法行為制度の改革は抑止と正確性を改善するために務めるべきものであ

る。だが、厳格な賠償額の上限設定の影響についてのものを別にすると、経験

的知見の一般的な主題は、その効果の頑健な証拠の欠如である。懲罰的賠償の

改革が懲罰的賠償額と填補賠償額の間の比率に影響を及ぼした証拠はほとんど

存在しない。このことは、懲罰的賠償が統制不可能となっていることはなく、

改革の必要もないことと一貫している。医療過誤分野における不法行為改革の

影響の証拠は支持・不支持が入り交じっている。非経済的損害に対する上限設

定はコストを削減したが、これにより病院に対する診療改善へのプレッシャー

が減じられた可能性がある。医師の行動や供給に関する一貫した証拠は未だ現

れていない。粗悪な質の診療による広範な危害という、よく知られた問題に対

応するために不法行為制度の改革が追及されることはほとんどない。製造物責
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